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三重県（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）とは、三重県立熊野古道センター

条例の一部を改正する条例（平成１８年三重県条例第４号。以下「センター条例」という。）第８条の規

定に基づき、三重県三重県立熊野古道センター（以下「センター」という。）の管理業務に関し、次のと

おり基本協定を締結し、信義に従い誠実に履行するものとする。 

 

第１章 総則 

 

（管理の基本方針） 

第１条 乙は、管理業務を実施するにあたっては、センターが公の施設としての公共性を有することを

十分に理解し、その趣旨を尊重しながら、自らの創意工夫を活かし、センターの設置目的に従って施

設の効用を最大限に発揮させ、甲がめざす施策の実現に寄与するとともにセンターの利用者に対する

サービスの向上及び経費の縮減を図り、もって県民福祉の一層の増進を図るものとする。 

 

（管理業務） 

第２条 センター条例第４条で規定する乙が行う業務（以下「管理業務」という。）の内容は、次のとお

りとする。 

（１）センター条例第２条に規定する事業の実施に関する業務 

（２）センターの施設の利用の許可等に関する業務 

（３）センターの利用料金の収受等に関する業務 

（４）センターの施設及び設備（以下「管理施設」という。）の維持管理及び修繕に関する業務 

（５）前各号に掲げる業務のほか、甲がセンターの管理上必要と認める業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目である業務仕様書は、別記１のとおりとする。 

３ 甲は、施設の良好な管理状況を確保するため、乙が行う管理業務について適正な成果目標を設定す

ることとし、その内容は別記２のとおりとする。 

 

（管理物件） 

第３条 管理業務の対象となる物件（以下「管理物件」という。）は、管理施設並びに器具及び備品（以

下「管理備品」という。）からなり、その内訳は別記３のとおりとする。 

２ 乙は、善良なる管理者の注意をもって管理物件を管理するとともに、常に良好な状態に保つものと

する。 

３ 乙は、管理物件を前条で定める業務以外の目的に使用してはならない。ただし、あらかじめ甲の承

認を得たときは、この限りでない。 

 

（指定期間） 

第４条 甲が乙を指定管理者として指定する期間は、平２２年４月１日から平成２６年４月１日までと

する。 

２ 管理業務に係る事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日とする。 

 



（指定管理料） 

第５条 甲が乙に支払う指定期間における指定管理料の総額は３２９，３７５,０００円（消費税及び地

方消費税相当額を含む。）以内とする。 

２ 甲は、管理業務の実施に要する費用として、毎年度、甲の予算の範囲内で指定管理料を乙に支払う。 

３ 甲が乙に対して支払う毎年度の指定管理料の支払額、支払時期及び支払方法については、別途事業

年度毎に締結する協定（以下「年度協定」という。）により、毎年度定めるものとする。 

 

（県施策への配慮） 

第６条 乙は、管理業務を実施するにあたっては、人権尊重社会の実現、男女共同参画社会の実現、持

続可能な循環型社会の創造に向けた環境保全活動、ユニバーサルデザインのまちづくり、次世代育成

支援、地震防災対策等の県が推進する施策への取組等に配慮するものとする。 

 

第２章 管理業務の実施 

 

（法令等の遵守） 

第７条 乙は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、関係法令、センター条例並びに本協定及び年

度協定を遵守するとともに、三重県立熊野古道センター指定管理者募集要項（附属書類、図面等を含

む。以下「募集要項」という。）及び三重県立熊野古道センター指定管理者事業計画書（以下「事業

計画書」という。）に従い、善良なる管理者の注意をもって、管理業務を実施しなければならない。 

２ 前項で掲げる文書間に矛盾又は齟齬がある場合は、前項で掲げる順にその解釈が優先されるものと

する。 

３ 前項の規定にかかわらず、事業計画書において募集要項を上回る水準が提案されている場合は、事

業計画書に示された水準によるものとする。 

 

（開館時間及び休館日における変更等） 

第８条 乙は、センター条例第１２条で規定するセンターの開館時間又はセンター条例第１３条で規定

する休館日について、センター条例に定める範囲内で変更しようとするときは、変更しようとする日

の３ケ月前までに甲の承認を受けるものとする。 

２ 乙は、前項の規定により、開館時間又は休館日を変更する場合は、施設利用者への十分な周知を図

らなければならない。 

 

（利用の許可等） 

第９条 乙は、センター条例第１４条に規定する利用許可、センター条例第１７条に規定する利用許可

の取消し等の手続について、三重県行政手続条例（平成８年三重県条例第１号。以下「行政手続条例」

という。）の規定に従わなければならない。 

２ 乙は、行政手続条例に基づき作成する審査基準、標準処理期間、不利益処分に係る処分基準等（以

下「基準等」という。）について、事前に甲の承認を受けて、管理業務を開始する日までに定めるもの

とする。 

３ 前項で作成した基準等については、施設利用者への十分な周知を図らなければならない。 

４ 乙は、利用許可にあたっては、あらかじめ甲の承認を受けた取扱基準を利用者に明示し、適正に運



用するものとする。 

 

（文書等の保管及び保存） 

第１０条 乙は、乙の従業員が管理業務の実施に伴い作成し、又は取得した文書、図画、写真、フィル

ム及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式

で作られた記録をいう。）であって、乙の従業員が組織的に用いるものとして乙が保有しているもの（官

報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的として発行されるも

のを除く。以下「管理文書」という。）について、文書の管理に関する規程を別に定め、これにより適

正に管理することとし、指定の期間が満了し、又は指定が取り消されたときは、管理文書の管理につ

いて甲の指示に従うものとする。 

 

（情報の公開） 

第１１条 乙は、三重県情報公開条例（平成１１年三重県条例第４２号）の趣旨にのっとり、乙の保

有する管理業務に係る情報の公開に関し、次に掲げる措置を講ずるための規程を整備し、管理業務を

開始する日から乙の保有する管理業務に係る情報の公開を実施するものとする。 

（１）管理文書の開示請求に関する措置 

（２）前号の措置に対する異議の申出に関する措置 

（３）情報提供に関する措置 

（４）その他乙の保有する管理業務に係る情報の公開を実施するために必要な措置 

（５）乙が指定管理者でなくなった後の前各号（第３号を除く。）に掲げる措置 

２ 乙は、前項の規程を定め、改め、又は廃するときは、あらかじめ甲と協議し、その承諾を得るもの

とする。 

３ 乙は、指定期間が満了した日又は第３３条の規定に基づき指定が取り消された日の属する年度の翌

年度の４月１日から起算して５年を経過する日までの間は、第１項第５号に掲げる措置を講ずるもの

とする。 

 

（個人情報の保護） 

第１２条 乙は、管理業務を実施するにあたり取り扱う個人情報については、別記４「個人情報の保護

に関する事項」によらなければならない。 

 

（利用料金の決定等） 

第１３条 乙は、センター条例第１８条第２項の規定に基づき、センター条例に定める金額の範囲内に

おいて、あらかじめ甲の承認を受けて、利用料金の額を定めるものとする。 

２ 乙は、前項の利用料金の額を変更しようとするときは、額を変更しようとする日の○月前までに、

変更後の利用料金の額、変更すべき理由等、甲の指定する事項を記載した書面により、甲に申し出て、

甲の承認を受けなければならない。 

３ 乙は、センター条例第２０条の規定により利用料金を減免するときは、あらかじめ減免の基準を明

確にしておくものとする。 

４ 乙は、前３項の規定により利用料金の額を設定し、若しくは変更し、又は減免する場合は、施設利

用者への十分な周知を図らなければならない。 



 

（目的外使用） 

第１４条 乙は、管理業務以外の目的で施設を使用する場合は、地方自治法第２３８条の４第４項の規

定に基づき、あらかじめ甲の許可を受けなければならない。 

 

（第三者による実施） 

第１５条 乙は、事前に甲の承認を受けた場合を除いて、管理業務の一部を第三者に委託し、又は請け

負わせてはならない。 

２ 乙が管理業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて乙の責任及び費用において行うものとし、

当該管理業務に関して乙が使用する第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害については、すべ

て乙の責めに帰すべき事由により生じた損害とみなして、乙が負担するものとする。 

 

（秘密の保持） 

第１６条 乙の役員及び職員並びにこれらの者であった者は、管理業務を実施するにあたり知り得た秘

密を第三者に漏らし、又は自己の利益のために使用してはならない。指定の期間が満了し、又は指定

が取り消された後においても同様とする。 

２ 乙は、乙の従業員に対し、管理業務に従事する期間及び従事しないこととなった以後の期間におい

て、管理業務に関して知り得た秘密を第三者に漏らし、又は自己の利益のために使用しないよう、必

要な措置を講じなければならない。 

 

（施設利用者の意見等の反映） 

第１７条 乙は、施設で提供するサービスの向上等の観点から、アンケート等により施設利用者の意見

等を把握し、その後の管理業務への反映に努めるものとする。 

 

（経理の区分） 

第１８条 乙は、管理業務に関しては、専用の口座を開設するとともに他の事業から区分して会計を設

け、経理を明確にしなければならない。 

２ 乙は、事業年度毎に収支に関する帳票その他事業に係る記録を整備し、常に経理状況を明らかにす

るとともに、甲が必要と認めるときは、その状況を報告しなければならない。 

 

（監査の実施等） 

第１９条 乙は、地方自治法第１９９条第７項、第２５２条の３７第４項又は第２５２条の４２第１項

に基づき、監査委員、包括外部監査人又は個別外部監査人が管理業務に係る出納その他の事務につい

て監査する必要があると認めるときは、その実施について協力しなければならない。 

 

（管理備品の取扱い） 

第２０条 乙は、故意又は過失により管理備品を毀損し、又は滅失したときは、甲に報告したうえでこ

れを弁償し、又は自己の費用で当該管理備品と同等の機能及び価値を有するものを購入し、若しくは

調達しなければならない。この場合において、購入し又は調達した管理備品の所有権は、甲に帰属す

るものとする。 



２ 乙は、前項により管理備品を購入し、又は調達したときは、速やかに甲に報告しなければならない。 

 

（管理施設の形質変更等） 

第２１条 乙は、管理施設の形状、形質等を変更してはならない。ただし、甲の承認を受けたときは、

この限りでない。 

２ 乙は、天災地変その他の事故により管理施設を損壊し、又は滅失したときは、遅滞なくその状況を

甲に報告しなければならない。 

 

（緊急発生時の対応） 

第２２条 指定期間中、管理業務の実施に関連して事故や災害（以下「事故等」という。）の緊急事態が

発生した場合は、乙は速やかに適切な応急措置を行うとともに、甲その他の関係者に対して緊急事態

が発生した旨を通報し、必要な措置について甲と協議しなければならない。 

２ 事故等が発生した場合、乙は甲と協力をして事故等の原因調査にあたるものとする。 

 

（リスク分担） 

第２３条 管理業務を実施するにあたり支障を生じさせるおそれのある事項（以下「リスク」という。）

の分担については、別記５「リスク分担表」のとおりとする。 

２ 前項に定める事項以外の不測のリスクが生じた場合は、甲乙協議のうえ、リスク分担を決定する。 

３ 前２項のリスク分担により発生する補償又は賠償の方法及び費用については、甲及び乙が誠意を持

って協議し決定する。 

 

（損害賠償） 

第２４条 乙は、管理業務を実施するにあたり、乙の責めに帰すべき事由により、甲又は第三者に損害

を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の場合において、損害を受けた第三者の求めに応じ甲が損害を賠償したときは、甲は乙に対し

て求償権を有するものとする。 

 

（不当介入への対応） 

第２５条 乙は、管理業務を実施するにあたり、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する

法律（平成３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下

同じ。）、暴力団関係者（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員のほか、暴力団、暴力団員に協力し、

若しくは関与する等これと関わりを持つ者又は集団的若しくは常習的に暴力的不法行為等を行うおそ

れがある組織の関係者として警察等捜査機関からの通報があった者若しくは警察等捜査機関が確認し

た者をいう。以下同じ。）又は暴力団関係法人等（暴力団又は暴力団関係者が、経営若しくは運営に実

質的に関与していると認められる法人等）による不当介入（乙に対して行われる契約履行に関する不

当要求（応ずべき合理的な理由がないにもかかわらず行われる要求をいう。）及び妨害（不法な行為等

で、管理業務の履行の障害となるものをいう。））を受けたときは、次の義務を負うものとする。 

（１）断固として不当介入を拒否すること 

（２）警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること 

（３）甲に報告すること 



（４）暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等による不当介入を受けたことにより管理業務に支障

が生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、甲と協議を行うこと 

 

第３章 管理状況の把握等 

 

（業務計画書の提出等） 

第２６条 乙は、甲に提出した事業計画書をふまえて、毎事業年度、甲の指定する内容を記載した業務

計画書を作成のうえ、前年度の○月末までに甲に提出し、その承認を得なければならない。 

２ 甲は、前項の規定により提出された業務計画書について、必要があると認めるときは、乙に対して

その変更を指示することができるものとし、乙は合理的な理由がある場合を除いてそれを拒むことは

できない。 

３ 乙は、第１項の規定により提出した業務計画書を変更しようとするときは、甲の承認を得なければ

ならない。 

 

（業務報告書の提出等） 

第２７条 乙は、甲が指定する項目について、毎月、業務報告書を作成して、翌月○日までに甲に提出

しなければならない。 

２ 甲は必要があると認めるときは、業務報告書の内容又はそれに関連する事項について、乙に対して

報告又は説明を求めることができる。 

３ 甲は、管理業務の適正を期するため、乙に対し、前２項に掲げるもののほか、管理業務の実施状況

及び乙の経理の状態に関し、必要に応じて臨時に報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をする

ことができる。 

 

（事業報告書の提出等） 

第２８条 乙は、管理業務について、毎事業年度終了後○月以内に次に掲げる項目を記載した事業報告

書を作成し、甲に提出しなければならない。 

（１）管理業務の実施状況及び利用状況 

（２）センターの利用料金の収入の実績 

（３）管理業務に関する経費の収支状況 

（４）成果目標及びその実績 

（５）管理業務に関する自己評価 

（６）その他甲が必要と認める事項 

２ 乙は、年度の途中において指定を取り消されたときは、その取り消された日から起算して○月以内

に、当該年度の当該日までの間の事業報告書を甲に提出しなければならない。 

 

（決算書類の提出） 

第２８条の２ 乙は、団体の毎事業年度の決算確定後１月以内に、当該年度の収支決算書若しくは損益

計算書、貸借対照表及び財産目録又はこれらに準ずる書類を甲に提出しなければならない。 

 

（実施状況の調査、指示等） 



第２９条 甲は、乙が第２８条の規定により提出した事業報告書により、乙が行う管理業務の実施状況

について確認を行うものとする。 

２ 甲は前項における確認のほか、乙による管理業務の実施状況等を確認し、又はそれらの評価を行う

ことを目的として、随時、管理物件に立ち入ることができる。この場合において、甲は乙に対して管

理業務の実施状況、収支の状況等について説明を求めることができる。 

３ 乙は、前項による甲の申出を受けた場合は、合理的な理由がある場合を除いてそれを拒むことはで

きない。この場合において、乙は、必要とされる関係書類を速やかに提示するなど甲が実施する調査

に対して誠実に対応しなければならない。 

４ 前３項による調査等の結果、乙による管理業務の実施の状況が、別記１で掲げる業務仕様書で示し

たサービスや維持管理などの基準を満たしていない場合等は、甲は、乙に対して管理業務について必

要な指示又は改善勧告（以下「指示等」という。）を行うことができる。 

５ 乙は、前項による指示等を受けた場合、速やかにそれに応じなければならない。 

 

第４章 管理業務の終了 

 

（引継ぎ） 

第３０条 指定期間の満了又は指定の取消しなどにより乙の管理業務が終了する場合は、管理業務に係

る債権及び債務の引継ぎに関しては、甲及び乙が協議のうえ、乙は、甲又は甲が指定するものに適正

に引き継ぐものとする。 

２ その他の管理業務の引継ぎについては、乙は、甲又は甲が指定するものに誠意をもって協力するも

のとする。 

 

（原状回復義務） 

第３１条 乙は、指定期間が満了したとき、又は第３３条の規定により指定を取り消されたとき若しく

は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、指定開始日を基準として管

理物件を原状に回復し、速やかに甲に明け渡さなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙の申出を甲が認めた場合には、乙は管理物件を原状に回復することな

く、甲が指示した状態で甲に明け渡すことができるものとする。 

３ 第１項の場合において、乙が正当な理由なく相当な期間の経過後も管理物件を原状に回復しないと

きは、甲は、乙に代わって管理物件を原状に回復するために必要な措置を講ずることができるものと

する。この場合において、乙は、甲の当該措置について異議を申し出ることはできず、かつ、当該措

置に要した費用を負担しなければならない。 

 

第５章 指定の取消し等 

 

（管理業務の継続が困難になった場合の措置等） 

第３２条 乙は、管理業務の継続が困難となった場合、又はそのおそれが生じた場合には、遅滞なく甲

に報告しなければならない。 

２ 乙の責めに帰すべき事由により管理業務の継続が困難となった場合、又はそのおそれが生じた場合

には、甲は、乙に対して実地調査を行ったうえで、指示等を行い、期間を定めて改善策の提出及び実



施などを求めることができるものとする。 

３ 乙の責めに帰することができない事由により管理業務の継続が困難となった場合には、甲及び乙は、

今後の管理業務の継続の可否について協議するものとする。 

 

（指定の取消し等） 

第３３条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認められる場合には、指定管理者の指定を取り

消し、又は期間を定めて管理業務の全部又は一部を停止することができるものとする。 

（１）甲に対し、正当な理由なく報告の求め若しくは調査に応じず、又は虚偽の報告をし、若しくは調

査を妨げた場合 

（２）乙が、第２７条第３項、第２９条第４項又は前条第２項の規定に基づく甲の指示等に従わない場

合 

（３）乙が、本協定若しくは年度協定に定める事項を履行しないとき又は履行できる見込みがないと認

められる場合 

（４）乙が、関係法令等並びに本協定及び年度協定の規定に違反したと認められる場合 

（５）乙の責めに帰すべき事由により、乙が、センターの指定管理者として管理業務を継続することが

できないと認められる場合 

（６）役員等（乙が法人である場合には、その法人の役員又はその支店若しくは営業所等（常時業務等

の契約を締結する事務所をいう。）を代表する者を、法人以外の団体である場合には、その団体の

代表者又は役員をいう。以下同じ。）が、暴力団関係者であると認められる場合 

（７）役員等が、暴力団、暴力団関係者若しくは暴力団関係者が経営し、又は運営に実質的に関与して

いると認められる法人等を利用していると認められる場合 

（８）役員等が、暴力団、暴力団関係者若しくは暴力団関係者が経営し、又は運営に実質的に関与して

いると認められる法人等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維

持運営に協力し、又は関与していると認められる場合 

（９）前３号のほか、役員等が、暴力団若しくは暴力団関係者が開催するパーティー等その他の会合（以

下「会合等」という。）に出席し、又は自らが開催する会合等に暴力団関係者を招待するような関係

若しくは暴力団関係者と会食、遊戯、旅行、スポーツ等を共にするような交遊関係などを有してい

ると認められる場合 

（１０）乙の経営に暴力団関係者が実質的に関与していると認められる場合。 

（１１）「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は第４条の規定によ

り、「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置を受けた場合 

（１２）前各号に掲げるもののほか、乙が、センターの指定管理者として管理業務を継続することが適

当でないと認められる場合 

２ 乙は、前項の規定により指定を取り消されたとき、又は期間を定めて管理業務の全部若しくは一部

の停止を命じられたときは、甲の請求により指定管理料の全部又は一部を返還するとともに、甲に生

じた損害を賠償しなければならない。 

３ 甲は、第１項の規定により指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命

じたときは、乙に損害が生じてもその賠償の責めを負わない。 

 

 



第６章 その他 

 

（権利譲渡禁止） 

第３４条 乙は、本協定を締結したことにより生じる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは継承さ

せ、又は担保に供してはならない。 

 

（重要事項の変更の届出） 

第３５条 乙は、定款、寄附行為、事務所の所在地又は代表者の変更等を行ったときは、遅滞なく甲に

届け出なければならない。 

 

（協定の変更） 

第３６条 管理業務の遂行にあたり、その前提条件及び内容が変更したとき又は特別な事情が生じたと

きは、甲及び乙は協議のうえ、本協定の規定を変更することができるものとする。 

 

（協定の履行等） 

第３７条 本協定に関する甲乙間の請求、通知、報告及び承認は、本協定に特別の定めがある場合を除

き、書面により行わなければならない。 

２ 本協定の履行に関して、甲乙間で用いる言語は、日本語とする。 

３ 本協定の履行に関して甲乙間で用いる計量単位は、本協定に特別の定めがある場合を除き、計量法

(平成 4年法律第 51号)の定めるところによる。 

４ 管理業務に関して甲乙間に争いが生じた場合は、津地方裁判所を専属管轄裁判所とする。 

 

（疑義についての協議） 

第３８条 本協定に定めのない事項又は本協定に関し疑義が生じたときは、甲及び乙は、誠意をもって

協議を行い、これを決定するものとする。 

 

甲及び乙は、この本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、それぞれ記名押印のうえ、各１通

を保有する。 

 

平成  年  月  日 

甲 三重県津市広明町１３番地 

三重県 

三重県知事  

 

乙  

 

 

 



別記１「業務仕様書」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記２「成果目標」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記３「管理物件」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記４「個人情報の保護に関する事項」 

 

１ 基本的事項 

乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、管理業務の実施にあたっては、個人の権利利益を侵害す

ることのないよう、個人情報を適切に取り扱わなければならない。 

２ 秘密の保持 

乙は、管理業務に関して知ることができた個人情報をみだりに（又は甲の承諾なしに）他人に知ら

せてはならない。本協定が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

３ 収集の制限 

乙は、管理業務を処理するために個人情報を収集するときは、業務の目的を明確にするとともに、

業務の目的を達成するために必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により行わなければならない。 

４ 利用及び提供の制限 

乙は、管理業務に関して知り得た個人情報を、甲の承諾なしに当該業務の目的以外の目的のために

利用し、又は第三者に提供してはならない。 

５ 適正管理 

乙は、管理業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失及びき損の防止その他の個人情報の適切

な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

６ 再委託の禁止 

乙は、管理業務を執行するにあたり、個人情報を取り扱う業務を委託する場合には、乙が承諾した

場合を除き、当該受託者から第三者にその処理を委託させてはならない。 

７ 資料等の返還等 

乙は、管理業務を処理するために甲から引き渡され、又は自らが収集し、若しくは作成した個人情

報が記録された資料等は、本協定が終了し、又は解除された後において直ちに甲に返還し、又は引き

渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは、その指示に従うものとする。 

８ 従事者への周知 

乙は、管理業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、その業務に関して知るこ

とのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと及び当該業務の目的以外の目的に使用してはなら

ないことなど、個人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。 

９ 保護措置の報告 

甲は、必要があると認めるときは、乙が管理業務の執行にあたり個人情報の保護のために講じた措

置に関し報告を求め、又は指示することができる。 

10 実地調査 

甲は、必要があると認めるときは、乙が管理業務の執行にあたり取り扱っている個人情報の状況に

ついて、随時実地に調査することができる。 

11 事故報告 



乙は、本協定に違反する事態が生じ、又は生じるおそれのあることを知ったときは、速やかに甲に

報告し、甲の指示に従うものとする。 

 

 

 



別記５ 「リスク分担」 
負担者 

種類 内容 
甲 乙 

管理施設についての設置基準の変更など、法改正に伴い管理物件
の整備が必要となった場合 

○  
法令等の変更 

上記以外の場合  ○ 
指定管理者の責めに帰すべき事由により周辺住民等に損害を与え
た場合（不適切な管理運営による騒音・振動等の苦情） 

 ○ 第三者賠償 
（※） 

上記以外の場合 ○  
指定管理者の責めに帰すべき事由により利用者に損害を与えた場
合（不適切な施設管理による利用者のけが等） 

 ○ 施設利用者への損害 
（※） 

上記以外の場合 ○  
物価変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増減があった場合 ○ ○ 
金利変動 金利の変動に伴う経費の増減があった場合  ○ 

不可抗力 
テロ、暴動、天災等により、業務の中止などの履行不能、施設利
用者への損害及び施設・設備の損壊等があった場合 

○ ○ 

県の支払い遅延・不能に関するもの ○  
資金調達 

上記以外の場合  ○ 
施設競合 競合施設による利用者の減少、収入の減少があった場合  ○ 
需要変動 当初の需要見込と実施結果との差異によるもの  ○ 
税制度の変更 税制度の変更があった場合 ○ ○ 

指定管理者の責めに帰すべき事由による場合  ○ 
修繕に係る費用が１件当たり５０万円を超えない場合（経年劣化
の場合も含む） 

○ ○ 管理施設の修繕 

上記以外の場合 ○  
指定管理者の責めに帰すべき事由による場合  ○ 
修理等に係る費用が１件当たり５０万円を超えない場合（経年劣
化の場合も含む） 

○ ○ 
備品等の損傷・損
壊・盗難 

上記以外の場合 ○  
県における協定内容の不履行があった場合 ○  

債務不履行 
指定管理者の業務及び協定内容の不履行があった場合  ○ 

情報管理 指定管理者の責めに帰すべき事由により情報が漏洩した場合  ○ 
指定管理者の責めに帰すべき事由により施設等が利用不能となっ
た場合 

 ○ 管理施設の利用不能
等による収入の減少 

上記以外の場合 ○  
指定期間満了時等の
費用 

指定の期間が終了した場合、又は指定期間中における指定の取消
しをした場合における業務引継ぎに要する費用 

 ○ 

（※）指定管理者が加入する保険で対応できる場合は、保険での対応を優先とし、保険金額を超える部分
については、甲及び乙で協議して決定するものとする。 



三重県立熊野古道センター年度協定書(標準案)     資料１１ 

 

三重県（以下「甲」という。）と○○○○○（以下「乙」という。）とは、平成○○年○○月○○日に

締結した「三重県立熊野古道センターの管理に関する基本協定書（以下「基本協定」という。）に基づき、

次のとおり、平成２２年度における協定書（以下「年度協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 年度協定は、三重県立熊野古道センター（以下「センター」という。）の管理に係る平成２２年

度の管理業務の内容及びその業務実施に要する経費として支払う指定管理料を定めることを目的とす

る。 

 

（年度協定の期間） 

第２条 年度協定の期間は、平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までとする。 

 

（管理業務の内容） 

第３条 甲及び乙は、平成２２年度に実施する管理業務の内容が、別記１に定めるとおりであることを

確認する。 

 

（指定管理料） 

第４条 甲は、平成２２年度におけるセンターの指定管理料として、金○，○○○，○○○円（消費税

及び地方消費税を含む。）を支払うものとする。 

２ 前項の指定管理料の支払方法は、次のとおりとする。 

（１）乙は、毎月末日から○日以内に、当該月の指定管理料の支払いに関する請求書を甲に送付するも

のとする。 

（２）甲は、当該請求書を受領してから○日以内に乙に対して指定管理料を支払うものとする。 

 

（疑義についての協議） 

第５条 年度協定に定めのない事項に関し疑義が生じたときは、基本協定によることとし、基本協定に

定めのない場合においては、甲及び乙は誠意をもって協議を行い、これを決定するものとする。 

 

 甲及び乙は、この本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、それぞれ記名押印のうえ、各１通

を保有する。 

 

平成  年  月  日 

甲 三重県津市広明町１３番地 

三重県 

三重県知事  

 

乙  

 



 

別記１ 「平成２２年度に実施する業務内容」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


